
特定健診・特定保健指導従事者拡大事業

◎

 
現在、就業していない潜在保健師、潜在管理栄養士の雇用を促進し、もって特定健診・

特定保健指導実施機関の体制の拡充を図る。
・

 

過去１年以上就業していない潜在保健師、潜在管理栄養士を採用した民間の実施機関に対し、
支援を行う。

・

 

新規に採用された保健師等が、保健指導プログラムの研修を雇用開始の前後で利用した場合に、
採用した実施機関に対し、支援を行う。

厚生労働省

研修費用を補助

実施機関実施機関 実施機関

（潜在保健師・潜在管理栄養士を活用）

雇用雇用 雇用

＜定性的効果＞
○手厚い健診・保健指導体制の
実現

○きめ細やかな健診・保健指導の
実現

○メタボリックシンドローム該当者・
予備群の減少

○住民のQOL（生活の質）の向上

○生活習慣病罹患者減少による
医療費の適正化

期待される効果

雇用支援金の支給＋

※特定健診・特定保健指導
従事者を対象とする、研修
を利用した場合に支給

①雇用開始後
・

 

各都道府県の保険者協議会が
実施する研修

・

 

各実施機関が独自に実施する研修

②雇用開始前
・

 

国民健康保険団体連合会が
在宅保健師等を対象に実施する
研修事業

 

等
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